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（百万円未満切捨て） 

１．平成23年3月期第３四半期の連結業績（平成22年4月1日～平22年12月31日） 

(1) 連結経営成績［累計］ 
（％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 第３四半期 16,078 △8.7 910 △40.2 99 △85.1 △154 ― 

22年3月期 第３四半期 17,615 △6.2 1,523 19.6 669 97.1 547 ― 

 

 
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
1株当たり 

四半期純利益 
円  銭 円  銭

23年3月期 第３四半期 △4. 05 ― 

22年3月期 第３四半期 14. 39 ― 
 

(2) 連結財政状態  

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

百万円 百万円 ％ 円  銭

23年3月期 第３四半期 64,848 9,293 14.3 244. 09 

22年3月期 64,565 9,447 14.6 248. 13 

（参考）自己資本 23年3月期 第3四半期 9,288百万円 22年3月期 9,443百万円 

 

２. 配当の状況 

 年間配当金 

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期   末 年   間 

円   銭 円   銭 円   銭 円   銭 円   銭

22年 3月期 ―  0. 00 ―  0. 00 0. 00 

23年 3月期 ―  0. 00    

23年 3月期（予想）   ―  0. 00 0. 00 

（注） 配当予想の当四半期における修正の有無  ：  無 

 

３. 平成23年３月期の連結業績予想 （平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 21,300 △8.4 1,500 △34.3 400 △64.8 250 △59.5 6. 70 

（注）当四半期における業績予想の修正の有無  ：  無 

 



  

４．その他（詳細は、【添付資料】P．４「その他の情報」をご覧ください。） 

(1) 当四半期における重要な子会社の異動 ： 無 

   新規  －社 （ － ）    、 除外  －社 （ － ）  

   （注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の有無となります。  

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 ： 有 

   （注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更  

① 会計基準等の改正に伴う変更   

② ①以外の変更   

： 有 

： 無 

   （注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成

に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期３Q 38,640,000株 22年３月期 38,640,000株

② 期末自己株式数 23年３月期３Q 587,572株 22年３月期 582,709株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期３Q 38,055,534株 22年３月期３Q 38,063,873株

 

 

（※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示） 

・この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビューの対象外です。なお、この四半期決算短信の開示時

点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了しておりません。 

 

（※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項） 

・本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前

提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、四半期決算短信（添付資料）３ページ「連結

業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。 
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１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報 

（1） 連結経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、景気回復に向けた動きが見られたものの、失業
率が高水準にあるなど厳しい状況が続きました。また、海外景気の下振れ懸念や円高・株価の下落な
ど、景気が更に下押しされるリスクも存在し、先行き不透明な状況で推移しました。 

県内経済においても同様に厳しい状況で推移する中、当社グループは3カ年の「中期経営計画」の
中間年として、積極的に事業を展開してまいりました。 

基幹の運輸事業では、ノンステップタイプのバスを22台導入するとともに、県外高速バス乗車券や
路線バス・高速バス定期券の販売においてクレジットカードの取扱を一部店舗で開始するなど、バス
交通の利便性向上に努めましたが、輸送人員は減少し前年同期比減収となりました。 

不動産事業では、子会社㈱万代開発が運営する商業街区「万代シテイ」の魅力を高め、集客力のア
ップに努めましたが、消費マインド低迷等の影響により、テナントからの売上歩合制賃料を中心に前
年同期比減収となりました。 
経費面では、燃油価格が前年同期比上昇しましたが、人件費を中心に諸経費抑制に努めました。 

この結果、当第３四半期連結累計期間の連結売上高は、16,078百万円（前年同期比8.7％減）、営
業利益は910百万円（同40.2％減）、経常利益99百万円（同85.1％減）、四半期純損失は154百万円（前
年同期は四半期純利益547百万円）となりました。 
 

セグメントの業績の概況は、次の通りであります。 
 

○運輸事業 
乗合バス部門では、一部路線で忘年会需要に合わせて深夜バスの期間限定運行（12月10日～１月

29日の週末）を実施するなど利便性の向上に努めました。しかし、昨年度の「買物バスカード」の
割引率引き下げ前の特需や大雪によるバス利用客の増加を補うには至らず前年同期比減収となりま
した。 

高速バス部門では、「東京（池袋）線」の一部の便に「３列シート車両」を導入し、快適性の向
上に努めました。また、走行中のデータを記録する「車載専用監視カメラシステム」を高速バス50
台に導入し、車内の防犯対策や事故防止対策に努めました。しかしながら、ツアーバスの台頭や高
速道路の無料化社会実験に伴うマイカーシフトの影響等により前年同期比減収となりました。 

貸切バス部門では、昨年度開催された「トキめき新潟国体」「全国障害者スポーツ大会」に伴う
バス需要増加要因の剥落等により前年同期比減収となりました。 

この結果、運輸事業の売上高は7,598百万円（前年同期比5.1％減）となりました。 
 
○不動産事業 

不動産事業では、「芸王グランプリ ダンスコンテスト（10月10日）」や、万代シテイ商店街との
提携イベント「万代ロマンチックサーカス（11月20日～12月25日）」を開催するなど各種イベント
の強化に努めました。また専門店施設の「ビルボードプレイス(BP)」では、館内設置のモバイルリ
ーダーに携帯電話をタッチすると毎日誰かに「BPお買物券」が当たる「BPモバイルタッチ」を開始
するなど来館誘致に努めました。これらの施策により、万代地区の駐車場利用台数は前年同期比増
加したものの、消費マインドの低迷を払拭するまでには至らず、テナントからの売上歩合制賃料を
中心に前年同期比減収となりました。 

この結果、不動産事業の売上高は2,256百万円（前年同期比2.9％減）となりました。 
 

○商品販売事業 
主力の観光土産品販売部門では、「第11回新潟市土産品コンクール」において金賞を受賞した「新

潟バスセンターのカレー」の販路拡大に努めたほか、各種イベント等に臨時売店を積極的に出店し
売上増強に努めました。しかし、昨年度のＮＨＫ大河ドラマ「天地人」の放映、「トキめき新潟国
体」の開催、「シルバーウィーク」等に伴う観光客数増加と関連商品の売上増を補うには至らず、
前年同期比減収となりました。 

また、平成21年６月末に園芸用品部門の株式会社浦浜農園の清算（平成22年１月清算結了）、及
び平成22年２月末に菓子類のフランチャイズ部門である株式会社スウィートファクトリージャパン
のＭＢＯによる当社グループからの分離に伴い、商品販売事業の売上高は1,814百万円（前年同期比
30.4％減）となりました。 
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○旅館事業 

佐渡市内の「国際佐渡観光ホテル八幡館」では、大手旅行代理店への営業強化によるツアー設定
の増強やホームページのリニューアルによるインターネット予約の強化に努めましたが、佐渡航路
混乱の影響等による全島的な観光客数の減少をカバーするには至らず前年同期比減収となりました。 

新潟市内の「万代シルバーホテル」では、インターネット用の宿泊プランの充実や館内レストラ
ンにおける「女子会プラン」「忘新年会プラン」等の企画により集客強化を図りましたが、法人宴
会需要の伸び悩み等により前年同期比減収となりました。 

この結果、旅館事業の売上高は1,626百万円（前年同期比3.3％減）となりました。 
 

○その他事業 
旅行業では、年率換算で旅行費用が4％お得になる「くれよん積立友の会」の会員増強による顧客

囲い込みを図りました。また、秋のメインシーズンや年末年始に対応した旅行商品を積極的に販売
し、年末恒例の「華鳳全館貸切プラン」や年末年始の「香港チャーター便ツアー」については完売
するに至りました。しかしながら、昨年度、輸送業務の取りまとめ等を担った「トキめき新潟国体」
「全国障害者スポーツ大会」に関わる売上の剥落や大手旅行業者の新潟地区への新規参入による競
争激化等の影響により前年同期比減収となりました。 

清掃・設備・環境業では、佐渡市からの委託業務が順調に推移したことに加え、古紙・アルミ等
のリサイクル品販売単価の回復もあり前年同期比増収となりました。 

その他の広告代理業、人材派遣業、航空代理事業では引き続き厳しい事業環境の中で推移した結
果、前年同期比減収となりました。 

この結果、その他事業の売上高は2,783百万円（前年同期比7.1％減）となりました。 
 

 
（2） 連結財務状態に関する定性的情報 
①財政状態の変動状況 

   当第３四半期の総資産は、現金及び預金、オムニバス車両購入やリース資産（バス車両）計上によ
る増加と減価償却による有形固定資産の減少したことなどにより、前期末に比べ282百万円増加し、
64,848百万円となりました。 

   負債は、借入金の減少、未払金、預り金やリース負債の増加などにより、前期末に比べ436百万円
増加し、55,554百万円となりました。 

   また、純資産は、四半期純損失154百万円計上による利益剰余金の減少などにより、前期末に比べ
154百万円減少し、9,293百万円となり、自己資本比率は14.3％となっております。 

 
  ②キャッシュ・フローの状況 
   営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益148百万円に減価償却費などを

加減した結果、1,799百万円の資金収入となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、有形
固定資産取得による支出などにより、275百万円の資金支出となりました。 

   また、財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済による支出などにより、653百万円の
資金支出となりました。 

   この結果、当第３四半期末の現金及び現金同等物の残高は、前期末に比べ870百万円増加し、2,748
百万円となりました。 

 
 

（3） 連結業績予想に関する定性的情報 
通期の予想に関しては、平成22年11月２日に発表いたしました平成23年３月期の連結業績予想に変

更はございません。 
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２．その他の情報 

（1） 重要な子会社の異動の概要 

   該当事項はありません。 

 

 

（2） 簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

繰延税金資産の回収可能性の判断については、前年度の検討において使用した将来の業績予想や、

タックスプランニングを使用しております。 

 

 

（3） 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

１．会計処理の原則・手続の変更 

①資産除去債務に関する会計基準の適用 

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20

年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平

成20年３月31日）を適用しております。 

 これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。 

②「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月

10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告24号 平

成20年３月10日）を適用しております。 

 これにより、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。 

２．表示方法の変更 

（四半期連結損益計算書） 

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸

表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内

閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」

の科目で表示しております。 
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３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,879,765 1,966,227

受取手形及び売掛金 1,042,020 1,098,576

商品及び製品 225,032 266,275

原材料及び貯蔵品 123,996 55,072

その他 587,338 804,000

貸倒引当金 △22,986 △36,407

流動資産合計 4,835,166 4,153,745

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 14,907,556 15,553,683

土地 40,936,367 41,037,973

その他（純額） 2,643,169 2,262,385

有形固定資産合計 58,487,093 58,854,042

無形固定資産 225,196 236,270

投資その他の資産 1,300,567 1,321,396

固定資産合計 60,012,856 60,411,709

資産合計 64,848,023 64,565,454

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 961,043 849,536

短期借入金 18,577,381 20,018,871

未払法人税等 49,627 98,677

賞与引当金 49,736 151,723

その他 3,539,778 2,435,366

流動負債合計 23,177,567 23,554,174

固定負債   

社債 100,000 100,000

長期借入金 22,182,935 21,250,814

再評価に係る繰延税金負債 6,100,009 6,101,538

退職給付引当金 442,822 508,391

役員退職慰労引当金 326,972 310,581

その他 3,224,674 3,292,627

固定負債合計 32,377,414 31,563,952

負債合計 55,554,982 55,118,126
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,220,800 4,220,800

資本剰余金 2,941,409 2,941,409

利益剰余金 △5,608,155 △5,358,464

自己株式 △99,286 △98,326

株主資本合計 1,454,767 1,705,419

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △11,250 △11,505

土地再評価差額金 7,844,860 7,749,315

評価・換算差額等合計 7,833,609 7,737,810

少数株主持分 4,664 4,098

純資産合計 9,293,041 9,447,327

負債純資産合計 64,848,023 64,565,454
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（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 17,615,392 16,078,855

売上原価 12,200,527 11,707,989

売上総利益 5,414,864 4,370,866

販売費及び一般管理費 3,891,129 3,459,937

営業利益 1,523,734 910,928

営業外収益   

受取利息 3,497 2,326

受取配当金 3,188 3,815

持分法による投資利益 6,879 13,805

その他 20,160 18,016

営業外収益合計 33,725 37,963

営業外費用   

支払利息 879,389 843,558

その他 8,491 5,603

営業外費用合計 887,880 849,162

経常利益 669,580 99,729

特別利益   

前期損益修正益 1,275 1,466

投資有価証券売却益 10,022 －

固定資産売却益 2,132 1,090

補助金収入 32,028 129,158

契約外賃貸収入 48,225 48,225

債務免除益 85,335 －

その他 63,515 105,153

特別利益合計 242,535 285,095

特別損失   

前期損益修正損 5,884 161

固定資産売却損 1,374 110,011

固定資産除却損 34,303 21,068

国庫補助金圧縮損 － 100,262

その他 23,868 4,901

特別損失合計 65,430 236,406

税金等調整前四半期純利益 846,686 148,418

法人税、住民税及び事業税 87,051 86,475

法人税等調整額 211,170 215,523

法人税等合計 298,222 301,999

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △153,581

少数株主利益 811 566

四半期純利益又は四半期純損失（△） 547,652 △154,147
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 846,686 148,418

減価償却費 1,128,796 1,187,871

のれん償却額 1,248 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 27,315 △5,871

賞与引当金の増減額（△は減少） △110,996 △101,986

退職給付引当金の増減額（△は減少） △136,234 △65,568

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △190 16,391

受取利息及び受取配当金 △6,686 △6,141

支払利息 879,389 843,558

持分法による投資損益（△は益） △6,879 △13,805

固定資産売却損益（△は益） △758 108,920

固定資産除却損 22,599 13,586

投資有価証券売却損益（△は益） △10,020 －

売上債権の増減額（△は増加） 99,546 56,555

たな卸資産の増減額（△は増加） 41,081 △27,681

仕入債務の増減額（△は減少） 367,858 111,507

その他 219,378 446,834

小計 3,362,134 2,712,589

利息及び配当金の受取額 14,932 10,992

利息の支払額 △818,722 △787,181

法人税等の支払額 △116,952 △136,439

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,441,392 1,799,960

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △302,874 △309,621

有形固定資産の売却による収入 14,248 80,465

投資有価証券の取得による支出 △926 △900

投資有価証券の売却による収入 14,025 －

貸付金の回収による収入 16,456 10,152

その他 18,275 △55,484

投資活動によるキャッシュ・フロー △240,794 △275,388

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,263,348 △1,804,526

長期借入れによる収入 3,678,700 5,985,360

長期借入金の返済による支出 △3,346,811 △4,690,203

リース債務の返済による支出 △97,815 △143,609

自己株式の取得による支出 △1,942 △959

自己株式の売却による収入 121 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,031,095 △653,938

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,169,502 870,632

現金及び現金同等物の期首残高 1,648,048 1,877,674

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,817,550 2,748,307
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（4） 継続企業の前提に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

 

（5） セグメント情報 

  １．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

当社グループは、基幹事業である運輸業の運行地域を中心に、地域の公共性及び発展につながる多角的事業を

展開しております。 

そのため、当社グループでは、各事業内容を基礎とした事業の種類別のセグメントから構成されており、「運

輸業」、「不動産業」、「商品販売業」、「旅館業」の４つを報告セグメントとしております。  

報告セグメントにおける各事業区分の事業内容は、以下のとおりであります。 

（1） 運輸業    旅客自動車運送業、タクシー業 

（2） 不動産業   不動産賃貸業、不動産売買業 

（3） 商品販売業  食品販売業、物品販売業 

（4） 旅館業、   ホテル業、旅館業 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 
 当第３四半期連結累計期間（自 平成22年4月１日 至 平成22年12月31日）  

  （単位：百万円）

 

報告セグメント 

その他 

（注）1 
合計 

調整額 

（注）2 

四半期連結

損益計算書

計上額 

（注）3 
運輸業 不動産業 

商品 

販売業 
旅館業 計 

売上高       

  外部顧客への売上高 7,598 2,256 1,814 1,626 13,295 2,783 16,078 － 16,078

  セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
125 409 61 18 615 538 1,153 △1,153 －

計 7,723 2,666 1,876 1,644 13,910 3,321 17,232 △1,153 16,078

 セグメント利益又は
損失（△） 

△400 928 100 73 702 207 909 1 910

（注） １．「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、旅行業、航空代理業、清掃・設

備・環境業等を含んでおります。 

 ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

 ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

 

 （追加情報） 

  第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20

号 平成20年３月21日）を適用しております。 

 

 

 （6） 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

    該当事項はありません。 
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